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少子高齢化と地域創生；伊勢原市のケース（完）
──街の活性化政策──

小　﨑　敏　男＊

Declining Birthrate, Aging Population and Region Creation

Toshio KOSAKI

Abstract

The challenge for Isehara is to reduce population and revitalize the city. A common 

problem between the two issues is the outflow of youth population. We considered policies 

such issues. The problem of population decline is divided into the problem of declining 

birthrate and the problem of aging.  Marriage policy is important on the issue of declining 

birthrate. With regard to the aging problem, it is necessary to create a town where the 

elderly can work longer. In order to revitalize the city, attracting companies is important.
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５．伊勢原市が抱える問題とその対策

前節まで、伊勢原市の現状と今後の将来推計をいくつか考察してきた。ここで，伊勢原

市が現在あるいは将来取り組まなければならない問題を整理しその対策を考える。大きく

２つに集約できる（ 図5-3-7参照 ）。第１は人口減少問題であり，第２は街の活性化問題で

ある。第１の人口減少問題は，少子・高齢化問題と人口流出問題である。人口流出問題

は，第２で検討される産業の育成とも関係するが，基本的には伊勢原市内あるいはその近

郊に若者の雇用創出を必要とする。第２の問題は基盤産業の育成や観光産業，企業誘致等

による街の活性化である。

5-1　少子化の問題とその対策……『東海大学紀要政治経済学部』第50号。

5-2　高齢化問題とその対策………『東海大学紀要政治経済学部』第51号。

5-3　街の活性化問題とその対策

■伊勢原市の産業

伊勢原市の産業は『東海大学紀要』第49号で考察しているが，伊勢原（2014e）『伊勢原

市産業ビジョン』を参考にしながら要約をしておこう。それによれば，神奈川県内19市の

中で，三浦市，平塚市，海老名市に次ぐ４番目に農地面積比率が高い。市域面積に対して

２割の農地面積を持つ。また，主な産業は卸売業・小売業，製造業，医療・福祉産業，さ

らに大山・日向に代表される宿泊・飲食サービス業であった。『平成24年　経済センサ

ス』によれば，上述された産業で伊勢原市全従業員数の６割を超える。事業所の売上で

は，卸売業・小売業で伊勢原市全体の４割を占め，次に製造業で3.5割程度，医療・福祉

で１割程度となり，これで８割程度を占める。観光関係の宿泊業・飲食サービスの売上は

全体の1.8％，農業に至っては全体の0.32％である。

■伊勢原市の産業戦略１）

産業戦略は市の政策上，最も重要な政策の一つと位置付けられる。産業の隆盛は，その

市に雇用を生み出し，そこに住む市民に所得を与え，消費を拡大させ，個人市民税と法人

市民税により市税収入の増加が期待できるからである。伊勢原市の産業戦略の体系は，伊

勢原市（2013a）『伊勢原市第５次総合計画』，伊勢原市（2013b）『伊勢原市第５次総合計

画　中期戦略事業プラン』，伊勢原市（2013c）『伊勢原市第５次総合計画　概要版』，伊勢

原市（2018）『伊勢原市第５次総合計画　後期基本計画』2018年度～2022年度にまとめら

れている。伊勢原の基本構想は2013年度から2022年度の10年間を計画している。基本計画

では，前期５年間，後期５年計画となっている。中期戦略事業プランは前期・後期の５年

間をさらに３年間で見直し２年間の計５年を２回繰り返すことにより，基本構想を実現す
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る構成となっている。それによれば，伊勢原市のまちづくりは，５つのキーワードから構

成されている。すなわち，（１）「暮らし力」，（２）「安心力」，（３）「活力」，（４）「都市

力」，（５）「自治力」を連携しながら，「豊かな自然に包まれみんなの力が次代を拓く　し

あわせ創造都市　いせはら」に繋がるコンセプトとなっている。

こうした中で産業政策は（３）「活力」と（４）「都市力」に関係している。まちづくり

の目標として，「個性豊かで活力あるまち」（３）を基本構想として，「産業の活力があふ

れる元気なもちづくり」（3-6）と「都市の活力を生み出す魅力あるまちづくり」（3-7）の

２本が基本政策となっている。前者の「産業の活力があふれる元気なもちづくり」（3-6）

は，今後，少子高齢化による人口減少により，経済規模が縮小してまちの活力が低下する

ことが予想される。そこで，温暖な気候，大都市近郊を活かした農林業，商業，工業対策

により地域産業を活性化し，魅力的で活力あるまちづくりを行う。くわえて，大山や日向

など豊かな自然環境と文化遺産などを活用し，観光の振興などにより多くの人が訪れ，賑

わう，元気なまちづくりを行う。後者の「都市の活力を生み出す魅力あるまちづくり」

（3-7）のためには，既存産業の活性化とともに，新たな活力の源となる産業の創出や中心

市街地の整備が必要である。そこで，新たな産業基盤の整備や中心市街地などの都市基盤

の整備に取り組む。

基本政策（3-6）は「地域の産業が盛んなまちをつくる」（3-6-1）と「多くの人が訪れる

賑わいのあるまちづくり」（3-6-2）の２本を施策展開の方向としている。前者（3-6-1）

は，商業や工業などの地域産業を振興し，消費や雇用機会の拡充など地域の経済活動を活

性化するとともに，新たな産業の集積や多様な産業の連携などにより，地域の産業を活発

化させる。また，大都市近郊の利点を生かし，新たな付加価値を生み出す農業を振興し，

水源林など大切な森林の保全と管理を行う。後者の（3-6-2）は，地域資源を最大限に活用

し，伊勢原ならではの観光地づくりや歴史的なつながりのある地域との連携などにより，

観光が盛んで賑わいのあるまちづくりを行う。また，豊かな自然や文化遺産，充実した医

療や子育て環境など，市がもつ魅力的な特徴を積極的に発信して，多くの人々が訪れて，

暮らしてみたいと思われるまちづくりを行う。

基本政策（3-7）は，「都市の骨格を支えるまちをつくる」（3-7-1）の施策展開の方向性 

を提示している。それによれば，新東名高速道路や国道246号バイパスの開通に伴う広域

的な交通利便性の向上や充実した医療環境などの地域特性と優位性を生かした，産業基盤

の整備や積極的な企業誘致を行い，新たな都市の活力を創造する。また，伊勢原駅北口周

辺をはじめとする市の中心市街地の整備や商店街の活性化を民間活力を生かし取組む。

施策展開の方向（3-6-1）は「地域を支える商業・工業の振興」（3-6-1-19）と「地域とつ

ながる都市農業・森林づくりの推進」（3-6-1-20）の２本が施策となり，一方，施策展開の
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方向（3-6-2）は，「伊勢原ならではの観光魅力づくり」（3-6-2-21）と「いせはらシティセ

ールの推進」（3-6-2-22）の２本が施策となっている。こうした施策を行う具体的事業がそ

れぞれ２～４事業程度提示されている（ 図5-3-1参照 ）。一方，（3-7）の基本政策を行うた

めに「都市の骨格を支えるまちをつくる」（3-7-1）の施策展開方向があり，さらに「地域

特性を生かした新たな産業基盤の創設」（3-7-1-23）と「交流がひろがる拠点の形成」（3-7-

1-24）の２本が施策となっている。その下に，１～２事業が提示されている。さらに，各

事業を担当する部と課が記述されている。

提示されている施策「地域を支える商業・工業の振興」（3-6-1-19）の事業の１つに，「今 

後のまちづくりにおける産業展開のビジョンを市内外に発信し，新たな都市基盤整備を契

機とした産業振興や産業間の連携など，産業ビジョンを推進し，地域経済の活性化」（伊

勢原2013a）116頁；（伊勢原2013b）91頁）を目的として伊勢原（2014e）『伊勢原市産業

図5-3-1　伊勢原市が考えるまちの活性化の体系
資料：伊勢原市（2013）『伊勢原市第５次総合計画』。
　　　伊勢原市（2013）『伊勢原市第５次総合計画　中期戦略事業プラン』。
　　　伊勢原市（2018）『伊勢原市第５次総合計画　後期基本計画』。
注：事業に関する数字は2015年度計画予定の数字。また，2017年度の数字は計画予定の数字。
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取り組む。 

基本政策（3-6）は「地域の産業が盛んなまちをつくる」(3-6-1)と「多くの人が訪れる賑わいのあるまちづ

くり」(3-6-2)の２本を施策展開の方向としている。前者(3-6-1)は、商業や工業などの地域産業を振興し、消費

や雇用機会の拡充など地域の経済活動を活性化するとともに、新たな産業の集積や多様な産業の連携などによ

り、地域の産業を活発化させる。また、大都市近郊の利点を生かし、新たな付加価値を生み出す農業を振興し、

水源林など大切な森林の保全と管理を行う。後者の（3-6-2）は、地域資源を最大限に活用し、伊勢原ならでは

の観光地づくりや歴史的なつながりのある地域との連携などにより、観光が盛んで賑わいのあるまちづくりを

行う。また、豊かな自然や文化遺産、充実した医療や子育て環境など、市がもつ魅力的な特徴を積極的に発信

して、多くの人々が訪れて、暮らしてみたいと思われるまちづくりを行う。 

基本政策（ 3-7）は、「都市の骨格を支えるまちをつくる」（ 3-7-1）の施策展開の方向性

 
を提示している。それによれば、新東名高速道路や国道 246 号バイパスの開通に伴う広域的な交通利便性の

向上や充実した医療環境などの地域特性と優位性を生かした、産業基盤の整備や積極的な企業誘致を行い、新

たな都市の活力を創造する。また、伊勢原駅北口周辺をはじめとする市の中心市街地の整備や商店街の活性化

を民間活力を生かし取組む。 

施策展開の方向（3-6-1）は「地域を支える商業・工業の振興」(3-6-1-19)と「地域とつながる都市農業・森

林づくりの推進」(3-6-1-20)の 2本が施策となり、一方、施策展開の方向（3-6-2）は、「伊勢原ならではの観光

魅力づくり」(3-6-2-21)と「いせはらシティセールの推進」(3-6-2-22)の２本が施策となっている。こうした施

策を行う具体的事業がそれぞれ 2～４事業程度提示されている（図 5-3-1 参照）。一方、(3-7)の基本政策を行

うために「都市の骨格を支えるまちをつくる」(3-7-1)の施策展開方向があり、さらに「地域特性を生かした新

たな産業基盤の創設」(3-7-1-23)と「交流がひろがる拠点の形成」(3-7-1-24)の２本が施策となっている。その

下に、１～２事業が提示されている。さらに、各事業を担当する部と課が記述されている。 

伊勢原市が考えるまちの活性化の体系

事業 ＜経済環境部　商業観光振興課＞

・産業ビジョンの推進(産業間の連携１事業）
3-6-1 3-6-1-19 施策 ・企業立地促進事業(企業訪問件数30件）

施策展開の方向 地域を支える商業・ ・ものぢくりの創造・連携推進事業（セミナー・情報交換会8件）

地域の産業が 工業の振興 ・商店街活性化支援事業（イベント開催15回）

盛んになるまちづくり ＜市内事業所の従業者数及び市内在住の従業者数＞

2010年度 2017年度
従業者数 41,319人 41,500人

　　　うち市内在住者数 20,604人 21，00人
＜市内の商店数＞
2009年度 2017年度 事業 <経済環境部　農業振興課＞

823店 830店 ・農業基盤整備促進事業(水路Ｌ＝１２０ｍ：累積延長）
・農業経営基盤強化対策事業（9.6ha:荒廃農地解消面積）

3-6-1-20 地域とつながる都市農業・ ・有害鳥獣対策事業（２，０６６４1千円：被害額の削減）
森林づくりの推進 ・農産物ブランド化推進事業（６品目）

＜農地の集約化面積＞ ・林業基盤整備事業（Ｌ＝1,100ｍ：整備延長）

2011年度 2017年度
基本政策3-6 60.8ha 75ha

産業の活力があるれる ＜森林管理可能エリア率＞
元気なまつづくり 2011年度 2017年度 事業 ＜経済環境部　商工観光振興課＞

33% 100% ・大山魅力再発見事業（108万人：年間入込観光客数）

3-6-2-21 伊勢原市ならではの ・日向魅力アップ事業（イベント年間５回・パンフレット作成）
観光魅力づくり ・観光拠点ネットワーク事業（イベント3回）

＜伊勢原に迎える観光客数＞ ・花・歴史・健康散策コースづくり事業（コース設定数８コース）

2011年度 2017年度
3-6-2 170万人 185万人
施策展開の方向 ＜観光客が市内で消費する観光消費額＞

多くの人が訪れる 2011年度 2017年度
賑わいのあるまちをつくる 10億円 13億円 事業 ＜企画部　広報広聴課＞

3-6-2-22 いせはらシティセールス ・シティセールス推進事業（テレビ放映18回）
基本構想３ の推進 ・いせはらイメージアップ推進事業（キャラクター出演20回）

個性豊かで ＜様々なメディアを活用シタピーアール件数＞
活力あるまち 2011年度 2017年度

307件 525件
＜人口の社会動態＞
2011年度 2017年度
転出超過 転入超過

事業 ＜都市部　都市整備課＞

3-7-1-23 地域特性を生かした新たな ・東部第２土地区画推進事業（工事着工）
産業基盤の創設 ・北インター周辺地区まちづくり推進事業（都市計画手続き）

＜産業系市街化区域の拡大面積＞
2011年度 2017年度

3-7-1 ー 22ha
基本政策3-7 施策展開の方向 ＜新たな産業用地における企業進出の割合＞

都市の活力を生み出す 都市の骨格を支える 2011年度 2017年度
魅力あるまつづくり まちをつくる 0% 100% 事業 ＜都市部　都市整備課＞

3-7-1-24 交流がひろがる拠点 ・伊勢原駅北口周辺地区整備事業（35％）

の形成

＜街なか南北往来者数＞
2012年度 2017年度
9,400人/14h 10,000人/14h
＜都市計画道路伊勢原駅前線の用地取得の割合＞
2011年度 2017年度
28% 49%

資料：伊勢原市（2013）『伊勢原市第５次総合計画』。
　　　伊勢原市（2013）『伊勢原市第５次総合計画　中期戦略事業プラン』。
　　　伊勢原市（2018）『伊勢原市第５次総合計画　後期基本計画』。
注：事業に関する数字は2015年度計画予定の数字。また、2017年度の数字は計画予定の数字。
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ビジョン』が公表されている。それによれば，３つの視点から産業ビジョンの実現に取り

組むとなっている。

第１は，交通アクセスの改善。新東名高速道路や国道246号バイパスの広域幹線道路や

インターチェンジの開通と，さがみ縦貫道路（首都圏中央連結自動車道）の開通により，

関西・東海圏と関東・首都圏へのネットワークが拡大される（ 図5-3-2参照 ）。こうした交

通アクセスの改善をビジネスチャンスと捉えて企業誘致の活動を積極的に展開する。

第２は，伊勢原の魅力。首都圏近郊都市である利点，温暖な気候と豊かな自然と歴史・

文化遺産，充実した医療環境などを十分に活かして，街の活性化を行う。

第３は，新たな可能性。「産業基盤整備」「さがみロボット産業特区の指定」「神奈川県

の新たな観光の核づくり認定事業」などによる，街の活性化を試みる。伊勢原市は「さが

みロボット産業特区の指定」に2013年２月に指定されている。神奈川県及び対象地域９市

２町と連携し，高齢化社会における介護負担の軽減や災害時の危険箇所の捜索，生活支援

や災害対応へのロボットの実用化，普及促進を行う。特区の規制緩和や財政支援措置等を 

図5-3-2　伊勢原市の交通アクセスの改善
資料：伊勢原市（2014e）『伊勢原市産業ビジョン』。
　　　伊勢原市（2018）『伊勢原市第5次総合計画　後期基本計画　2018年度～2022年度』152頁一部著者により修正
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提示されている施策「地域を支える商業・工業の振興」 (3-6-1-19)の事業の１つに、「今

後のまちづくりに

おける産業展開のビジョンを市内外に発信し、新たな都市基盤整備を契機とした産業振興や産業間の連携な

ど、産業ビジョンを推進し、地域経済の活性化」（伊勢原 2013a）116頁；（伊勢原 2013ｂ）91頁）を目的と

して伊勢原（2014e）『伊勢原市産業ビジョン』が公表されている。それによれば、３つの視点から産業ビジョ

ンの実現に取り組むとなっている。 

第１は、交通アクセスの改善。新東名高速道路や国道 246 号バイパスの広域幹線道路やインターチェンジ

の開通と、さがみ縦貫道路（首都圏中央連結自動車道）の開通により、関西・東海圏と関東・首都圏へのネッ

トワークが拡大される（図 5-3-2 参照）。こうした交通アクセスの改善をビジネスチャンスと捉えて企業誘致

の活動を積極的に展開する。 

第２は、伊勢原の魅力。首都圏近郊都市である利点、温暖な気候と豊かな自然と歴史・文化遺産、充実した

医療環境などを十分に活かして、街の活性化を行う。 

第３は、新たな可能性。「産業基盤整備」「さがみロボット産業特区の指定」「神奈川県の新たな観光の核づ

くり認定事業」などによる、街の活性化を試みる。伊勢原市は「さがみロボット産業特区の指定」に 2013年

２月に指定されている。神奈川県及び対象地域９市２町と連携し、高齢化社会における介護負担の軽減や災害

時の危険箇所の捜索、生活支援や災害対応へのロボットの実用化、普及促進を行う。特区の規制緩和や財政支

図５－３－２　伊勢原市の交通アクセスの改善

中央自動車道や関越自動
車道などのアクセスが
向上し、関東圏への
ネットワークが広がる

圏央厚木 関東圏
ＩＣ，ＪＣＴ

首都圏

国道246号 大消費地との交通利便性
バイパス が向上

横浜港・川崎港・羽田空港
など海外との玄関口が、

厚木ＩＣ 海老名ＪＣＴ より近くなる

東名高速道路

伊勢原北ＩＣ

関西圏 秦野ＩＣ 新東名高速道路 （仮称）

東海圏 （仮称） 伊勢原ＪＣＴ 2019年 厚木南ＩＣ 海老名南ＪＣＴ

へ 伊勢原市西ＩＣ （仮称） 3月17日

（仮称） 開通

秦野中井ＩＣ

東名高速道路

寒川北ＩＣ

2020年 2020年3月 2017年度
開通予定 開通予定 開通

さがみ縦貫道路
（首都圏中央連結自動車道）

資料：　伊勢原市（2014e）『伊勢原市産業ビジョン』。
　　　　　　　伊勢原市（2018）『伊勢原市第5次総合計画　後期基本計画　2018年度～2022年度』１５２頁一部著者により修正
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利用して，企業誘致を促進して，関連企業の集積を行う。また，神奈川県は横浜・鎌倉・

箱根に次ぐ，県内第４の観光地づくりをおこなっている。歴史的観光地である「大山」の

地域資源を活用して，第４の観光地を目指し，『大山魅力再発見「平成大山講」プロジェ

クト』が，新たな観光の核づくり事業として2013年２月に認定され，神奈川県と連携して

日本遺産登録に向けて動いた。その結果，2016年４月25日付けで，日本遺産に認定されて

いる。

 図5-3-3 は，伊勢原市の産業振興の将来像を示している。産業の将来像として，上に挙

げた３つの視点 ，①交通アクセス性，②伊勢原市の魅力，③新たな可能性を活かす企業

誘致や観光客，雇用などを確保して，１）工業（環境と調和した活気ある工業），２）観

光・商業（何度も訪れたくなる「伊勢原」），３）農業（地域資源を活かす力強い都市近郊

図5-3-3　伊勢原市の「産業の将来像」
資料：伊勢原市（2014e）『伊勢原市産業ビジョン』13頁。
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農業）を考えている。１）と２）では，農商工連携・商品開発など，２）と３）では，観

光型農業，ブランド化（特産品）など，３）と１）では，６次産業・企業参入・共生など

を考えている。こうした産業群から，県内・国内・海外へ生産輸出を行うことにより，経

済基盤が強化され消費が拡大し，さらに人口の維持と交流人口の増加により，基本政策の

「産業の活力があふれる元気なまち」の実現を試みる。

■工業の課題とその対策

工業統計によれば，事業所の数と従業員数は2007・08年をピークに事業所数も従業員数

も減少している。産業分類では，金属製品製造業，生産用機械器具製造業，プラスチック

製品製造業の事業所の立地が比較的多い。製造業出荷額は，リーマン・ショックにより

2008年に大きく落ち込み，その後持ち直している。構成比でみると，電気機械が３割，業

務用機械・輸送用機械が約１割，金属製品や生産用機械が７％を占めている。工業系用途

地域が市街地区域内の18.6％で相対的に低い。企業誘致のための産業用地が不足している。

伊勢原（2014e）の報告書では，次の４つの課題を提示している。第１は，小規模な事

業所で経営者の高齢化や後継者不足が見られる。そのために経営者の人材育成が必要であ

る。また，市内事業者が持つ固有の技術やノウハウを活かした新たな技術開発への支援が

必要である。第２に，海外展開する事業者への海外の情報提供や経営の安定支援が必要で

ある。第３に，市街化区域における住宅と工場の混在解消，さらに中小企業の生産性向上

が課題である。こうした課題に応えるために，産業集積の促進や中小企業の集団化などの

対策が求められる。第４に，広域幹線道路やインターンチンジの開通によるビジネスチャ

ンスを的確に捉え，新たな企業立地及び産業用地の創出が必要であると指摘している。

図5-3-4　伊勢原市の工業とその課題と対策
資料：伊勢原市（2014e）『伊勢原産業ビジョン』より著者作成
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工業系用途地域が市街地区域内の 18.6％で相対的に低い。企業誘致のための産業用地が不足している。 

伊勢原（2014e）の報告書では、次の４つの課題を提示している。第１は、小規模な事業所で経営者の高齢

化や後継者不足が見られる。そのために経営者の人材育成が必要である。また、市内事業者が持つ固有の技術

やノウハウを活かした新たな技術開発への支援が必要である。第２に、海外展開する事業者への海外の情報提

供や経営の安定支援が必要である。第３に、市街化区域における住宅と工場の混在解消、さらに中小企業の生

産性向上が課題である。こうした課題に応えるために、産業集積の促進や中小企業の集団化などの対策が求め

られる。第４に、広域幹線道路やインターンチンジの開通によるビジネスチャンスを的確に捉え、新たな企業

立地及び産業用地の創出が必要であると指摘している。 

工業の維持・振興は市にとり、税収の増加と雇用確保にとり必要であり、また地域経済

の発展に不可欠で

ある。そのために、工業団地での中小企業の情報共有等による連携による生産性向上が必要である。伊勢原市

は工業における目指す将来像として、「環境と調和した活気ある工業」を標榜し、その基本方針として、（１）

「元気で活気ある地元企業」と（２）「魅力ある産業集積地の形成」を挙げている。第１の「元気で活気ある

地元企業」は、厳しい社会経済情勢においても、経営力の強化を図る意欲ある事業者や競争力のある事業者が、

本市に拠点を置き続ける事が出来る環境整備を行い、優れた技術を持つ地元企業の事業拡大等を支援する（図

5-3-4）。 

 第２の基本方針「魅力ある産業集積地の形成」は、新東名高速道路等の広域幹線道路やインターチェンジの

開通による交通アクセスの改善を利用した地域経済の活性化である。より具体的には企業誘致やその受け皿と

なる産業用地の創出や立地支援策の拡充である。また、「さがみロボット産業特区」指定による関連産業、充

実した医療環境、農産物などの地域資源の活用した企業立地の促進を行う（詳細は図 5-3-4参照）。 

■ 農業 

伊勢原市の農業の特徴は、大都市近郊にある立地を活かした農業である。“プロが稼ぐ農業”としての経営

力の強化、農業経営の担い手育成とともに法人参入などの営農スタイルが促進されている。また、地産地消、

安定した販路体制の確立、農業環境の改善などが図られ、力強い都市近郊農業である。 

伊勢原市の農業面積は、市域面積の約２０％を占める 1,142haとなっている。平均気温は 15.4℃（平成 24

年）と比較的温暖な気候である。稲作、野菜、果樹、畜産など多種多様な農業が営まれている。主要な作物の

収穫量は、水稲、みかん、ジャガイモ、大根などとなっている。農業を取り巻く環境は、農業従事者の高齢化

や担い手不足、有害鳥獣の問題を抱えており、農家数も減少傾向である。2010年の総農家数は 10年前と比較

図５－３－４　伊勢原市の工業とその課題と対策
施策方針１-1
中小企業の経営力の回復に向けた 施策の方向性 「中小企業の経営力強化及び再投資や流出防止等に向けた支援策の拡充」

商工会等と連携した経営支援 商工会等と連携し、経営相談や融資制度、再投資への支援策の拡充などにより、

既存中小企業の技術開発や経営基盤の確立を促進し、意欲
的な事業展開の土壌づくりに取組む。

基本方針１ 施策方針1-２
元気で活気ある 幅広い業種を活かした技術開発に向けた 施策の方向性 「ものづくり伊勢原」の新たな技術開発に向けた技術連携の環境づくり」

地元企業 異業種や産学官による技術連携 異業種や大学との連携など、新たなものづくりに取組みやすい環境づくりの推進。

また、成長産業として期待されるロボット産業への参入やイノベーションの促
進に取り組む。

施策方針1-３
住工混在等の操業環境の改善 施策の方向性 「操業環境の向上に向けた中小企業集団化」

に向けた工業用地の確保 新たな工業用地の確保に向け、関係部局と連携した東部第２土地区画整理事業の推進。

さらに、住工混在等の操業環境の改善や中小企業の経営強化に向
け、事業所間の交流・連携・共同による近代化・合理化を図る中小

将来像 企業集団化に取り組む。
環境と調和した

工業 活気ある工業

施策方針2-1

企業立地の受け皿となる新たな産業用地の創出 「東部第二地区や北インター周辺地区等の新たな産業用地の創出」

・新たな産業用地の確保に向けて、関係備局と連携した東部第二土地区画整備事業及び
伊勢原北インター周辺地区まつづくり事業を推進

基本方針２ 施策方針2-2
魅力ある産業 新たな企業立地に向けた誘致活動 「さがみロボット産業特区や地域資源を活かした関連産業等の企業立地促進」

集積地の形成 ・さがみロボット産業特区の規制緩和や支援制度等を活かし、また、医療環境や農産物

など、本市の優れた地域資源を活かした関連産業の企業誘致活動に取り組む

施策方針2-3

企業立地しやすい支援策等の拡充 「企業立地制度の拡充や新たな支援策等の設置」

・企業誘致に向けた立地しやすい体制を整備し、県の立地制度と連携した支援制度の
拡充に向け、新たな支援策の策定

資料：伊勢原市（2014e)『伊勢原産業ビジョン』より著者作成
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工業の維持・振興は市にとり，税収の増加と雇用確保にとり必要であり，また地域経済 

の発展に不可欠である。そのために，工業団地での中小企業の情報共有等による連携によ

る生産性向上が必要である。伊勢原市は工業における目指す将来像として，「環境と調和

した活気ある工業」を標榜し，その基本方針として，（１）「元気で活気ある地元企業」と

（２）「魅力ある産業集積地の形成」を挙げている。第１の「元気で活気ある地元企業」

は，厳しい社会経済情勢においても，経営力の強化を図る意欲ある事業者や競争力のある

事業者が，本市に拠点を置き続ける事が出来る環境整備を行い，優れた技術を持つ地元企

業の事業拡大等を支援する（ 図5-3-4 ）。

第２の基本方針「魅力ある産業集積地の形成」は，新東名高速道路等の広域幹線道路や

インターチェンジの開通による交通アクセスの改善を利用した地域経済の活性化である。

より具体的には企業誘致やその受け皿となる産業用地の創出や立地支援策の拡充である。

また，「さがみロボット産業特区」指定による関連産業，充実した医療環境，農産物など

の地域資源の活用した企業立地の促進を行う（ 詳細は図5-3-4参照 ）。

■農業

伊勢原市の農業の特徴は，大都市近郊にある立地を活かした農業である。“プロが稼ぐ

農業”としての経営力の強化，農業経営の担い手育成とともに法人参入などの営農スタイ

ルが促進されている。また，地産地消，安定した販路体制の確立，農業環境の改善などが

図られ，力強い都市近郊農業である。

伊勢原市の農業面積は，市域面積の約20％を占める1,142haとなっている。平均気温は

15.4℃（平成24年）と比較的温暖な気候である。稲作，野菜，果樹，畜産など多種多様な

農業が営まれている。主要な作物の収穫量は，水稲，みかん，ジャガイモ，大根などとな

っている。農業を取り巻く環境は，農業従事者の高齢化や担い手不足，有害鳥獣の問題を

抱えており，農家数も減少傾向である。2010年の総農家数は10年前と比較で11％程度減少

し1,298となり一方で，耕作放棄面積は86haから126haと拡大傾向となっている。農業粗

生産額は2006年で4,030万円と減少傾向が続いている。

伊勢原市（2014e）によれば，伊勢原市の農業の課題を４つ指摘している。第１は，需

要の更なる拡大のために，既存ブランドに加えて，新たな特産品の開発が求められる。第

２は，農業の担い手の不足と高齢化が課題である。また，荒廃農業や遊休農地の拡大が見

られる。第３に，農業経営力の強化や担い手の確保・育成が求められている。また，農地

の保全対策も課題となっている。第４に，広域幹線道路や都市計画道路，インターチェン

ジなどの建設により，農地が減少するため，農業と都市の共生とそう双方の活用への対

策。

 図5-3-5 は，そうした課題を克服し将来「地域資源を生かす力強い都市近郊農業」を目
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指すために，基本方針として２つ挙げている。第１は，「伊勢原ブランドの確立」であ

る。都市近郊農業の利点を最大限に発揮し，野菜をはじめ，果樹や畜産，施設園芸など多

品目の農畜産物を，伊勢原ブランドとして確立する。そのために，施策方針①地産地消の

推進②特産品の開発③荒廃農地の活用と観光農業の３つである。施策の方向性としては，

①直売所や体験農業②企業参入と６次産業化③観光型農業の推進の３つを提示している

（ 図5-3-5参照 ）。

基本方針２は「経営力強化と農業環境づくり」である。効率的で収益性の高い農業経営

に向けて，地域の農業を担う若いリーダーの養成と農業関係機関が主体的に活動し，小規

模農家との連携を図り，担い手の確保を行う。さらに，農地の保全や有害鳥獣対策を行

い，加えて，都市施策と共生した農業施策を推進する。施策方針として，①自立した収益

性の高い農業経営体質づくり②担い手の育成③農地の保全の３つである。施策の方向性

は，①農業再生協議会の連携強化②人・農地プランの内容充実③農地の適正管理と基礎整

備の３つが提示されている（ 図5-3-5参照 ）。

図5-3-5　伊勢原市の農業の課題とその対策
資料：伊勢原市（2014e）『伊勢原産業ビジョン』より著者作成
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で 11％程度減少し 1,298 となり、耕作放棄面積も 86ha から 126ha と拡大傾向となっている。農業粗生産額

は 2006年で 4,030万円と減少傾向が続いている。 

伊勢原市（2014e）によれば、伊勢原市の農業の課題を４つ指摘している。第１は、需要の更なる拡大のた

めに、既存ブランドに加えて、新たな特産品の開発が求められる。第２は、農業の担い手の不足と高齢化が課

題である。また、荒廃農業や遊休農地の拡大が見られる。第３に、農業経営力の強化や担い手の確保・育成が

求められている。また、農地の保全対策も課題となっている。第４に、広域幹線道路や都市計画道路、インタ

ーチェンジなどの建設により、農地の減少するため、農業と都市の共生とそう双方の活用への対策。 

図 5-3-5は、そうした課題を克服し将来「地域資源を生かす力強い都市近郊農業」を目指すために、基本方

針として２つ挙げている。第１は、「伊勢原ブランドの確立」である。都市近郊農業の利点を最大限に発揮し、

野菜をはじめ、果樹や畜産、施設園芸など多品目の農畜産物を、伊勢原ブランドとして確立する。そのために、

施策方針①地産地消の推進②特産品の開発③荒廃農地の活用と観光農業の３つである。施策の方向性として

は、①直 売所や体験

農業②企業参入と６次産業化③観光型農業の推進の３つを提示している（図 5-3-5参照）。 

基本方針２は「経営力強化と農業環境づくり」である。効率的で収益性の高い農業経営に向けて、地域の農

業を担う若いリーダーの養成と農業関係機関が主体的に活動し、小規模農家との連携を図り、担い手の確保を

行う。さらに、農地の保全や有害鳥獣対策を行い、加えて、都市施策と共生した農業施策を推進する。施策方

針として、①自立した収益性の高い農業経営体質づくり②担い手の育成③農地の保全の３つである。施策の方

向性は、①農業再生協議会の連携強化②人・農地プランの内容充実③農地の適正管理と基礎整備の３つが提示

されている（図 5-3-5参照）。 

■ 観光・商業 
・観光 

伊勢原市を代表する観光地として、大山・日向薬師が存在する。大山は、標高 1252ｍの独立峰でその雄大

な姿から、古代から国を護る山・神の山として、また海上からは羅針盤をつとめる海洋の守り神としてあがめ

られてきた。山岳を御神体とする修験道の聖地としても知られている。大山は別名「あふり山」と呼ばれ、「あ

図５－３－５　伊勢原市の農業の課題とその対策

施策方針１ 施策の方向性１

都市近郊の優位性を活用した地産地消の推進 直売所や体験農業で住民交流

・農産物ブランド名「阿夫利の恵み」やキャラクター「クルリン」
の活用、ＪＡ直売所の改修や経営見直しによる販売環境
の整備などを通じて、農畜産物のＰＲや購入促進など、地産地消に
向けた取組み
・市民農園などでの都市住民との交流を進め、農業体験や耕作の
機会を増やすことによって、健康づくりの普及や農地の保全を
図る。

基本方針１ 施策方針２ 施策の方向性２

伊勢原ブランドの確立 組織的な経営や特産品の開発等で働きがい 企業参入や６次産業化への支援

のある生産環境づくり ・地域農業を支える組織的な担い手の確保・育成や受入れを通じ、新たな

産業との連携を促進するとともに、働きがいのある生産環境づくりに取組む。
目指す将来像 ・企業参入などの新たな担い手による特産品の開発や６次産業による研究、

地域資源を生かす 加工拠点や販売ルートの拡大など、魅力ある新たなブランドづくりに取組む。

力強い都市近郊農業

施策方針３ 施策の方向性３

荒廃農地等を活用して”おもてなし”の心で観光 資源を活用した観光型農業の推進
農業の里づくり ・国による規制緩和や農業政策の改革を注視し、民間活力の参入や農業イ

ノベーションなど、新たな魅力づくりとしての観光型農業の推進
・歴史ある食農文化などによる既存の地域資源の活用、また荒廃農地等を
活用した花卉栽培などを通じて、観光地伊勢原のＰＲととも心からのもてなし。

基本方針２ 施策方針１ 施策の方向性１

経営力強化と農業環境 農業経営力の強化につなげる自立した収益性の 農業再生協議会の連携強化
づくり 高い経営体づくり ・国が進める農政改革への対応に合わせ、効率的な生産や収益性が高い経営

力のある担い手の育成と確保に取り組む
・県や市の行政と農業委員会、農業再生協議会において、販売形態の多様化や
安定した販路の確保に向けた研究を進めるとともに、具体的な活動の強化。

施策の方向性２

施策方針２ 人・農地プランの内容充実

担い手の確保と育成に向けた地域の将来を話し合う ・地域の中心となる経営体（農業）への農地集積や集約、小規模農家間の連携
座談会づくり など、「人・農地プラン」の充実強化の促進。

・地域での話し合いの場としての座談会（協議会）の設置を促進するとともに、
営農組合や作業受諾組織といった法人との連携支援。

施策の方向性２

施策方針３ 農地の適正管理と基礎基盤

農地の保全や管理に向けて多面的機能を活用した ・国の農政改革では、農地の賃貸を進め基盤整備も行う機構の各県設置、また
農業環境づくり 農地の多面的機能の活用を進める。本市独自でも地域環境整備に取り組む。

・農地の適正管理に向けて、農業基盤である道路や水路の整備とともに、有害
鳥獣被害への地域一丸となった体制整備に向けて、今後とも支援を図る。

資料：伊勢原市（2014e)『伊勢原産業ビジョン』より著者作成
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■観光・商業

・観光

伊勢原市を代表する観光地として，大山・日向薬師が存在する。大山は，標高1252ｍの

独立峰でその雄大な姿から，古代から国を護る山・神の山として，また海上からは羅針盤

をつとめる海洋の守り神としてあがめられてきた。山岳を御神体とする修験道の聖地とし

ても知られている。大山は別名「あふり山」と呼ばれ，「あめを降らす山」の意味で，阿

夫利神社は江戸時代より庶民の雨降り信仰を集めた。大山寺・阿夫利神社下社へ行くため

に利用するケーブルカーを2015年度リニューアルした。阿夫利神社下社からの望む相模湾

のパノラマは壮観である。また，大山寺は成田山。高幡不動尊と並び感動三大不動尊であ

る。日向薬師は日本三薬師のひとつである。仏教芸術の宝庫として知られ，重要分化財の

「日光月光菩薩」や阿弥陀如来像などが安置されている。

年間170～180万人の観光入込客数である。95％が日帰り観光客である。そのため，宿泊

費を含めた市内の観光消費額は減少傾向にある。最盛期から４割程度に落ち込んでいる。

また，大山には公営の駐車場が整備されているが，駐車場不足のため最盛期の時期には最

長2km以上の渋滞となる。また，トイレの老朽化・バリアフリー化・サイン設置につて

の改善の声が寄せられている。大山魅力再発見「平成大山講」ブロジェクトでは，平成大

山講プロジェクト推進協議会（地域団体や企業，大学，周辺自治体で構成）が自然と歴史

を体感できるハイクングコースの設置や，外国人宿坊体験ツアーなど，アクションプログ

ラムを展開している。

■商業

伊勢原市には，「伊勢原」「大山・日向」「高森・石田」の３つの地域に，10の商店会が

活動している。商店会では，福引売り出し，夏祭り，イルミネーション点灯など，年間を

通して多数の集客イベントを行っている。しかし，商店経営者の高齢化と後継者の不在な

どで，商業経営環境は悪化しており，小売業，卸売業共に店舗数は減少傾向にある。「市

民購買行動等実態調査（平成23年）」によれば，商店街・大型店舗来訪者の８割は市内居

住者である。市内にある大型店舗の年間商品販売額及び従業者数は，年々減少傾向にあ

る。10年前と比較すれば，年間商品販売額は35％減少し，従業員数は約25％減少してい

る。

■観光・商業の課題

伊勢原市（2014e）によれば，観光に関しては次の２点を指摘している。第１は，観光

地の駐車やトイレ，バリアフリー化などの観光インフラの整備と観光客の満足を高めるた

めの「おもてなしの精神向上」を挙げている。第２に，市内の観光資源を十分に活用し，

新たな魅力創出を図ることにより，観光資源を活かす必要がある。
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商業に関しては，第１に，商店街を訪れる顧客を増加させるために，商工会等と連携し

た推奨土産品情報の発信や，新たな特産品の開発，商店街における魅力あるイベントの開

催により，個店及び商店街の魅力向上が必要である。第２は，交流人口の増加により新た

な客層の獲得がなによりも必要である。

こうした課題を克服するために，「何度も訪れたくなる「伊勢原」」を標榜し，基本政策

として次の２本を提示している。第１は，「“伊勢原フアン”の獲得」である。大山・日高

の自然や文化遺産などの既存の観光資源だけでなく，農業や商業などと連携して，新たな

伊勢原市の魅力を創造するために，ソフトとハードの両面を充実させて，何度も訪れる

“伊勢原ファン”を獲得していく。そのための施策方針として，①「おもてなしの精神」

の醸成②観光インフラの充実③他産業との連携の３つを挙げている。施策の方向性は，①

地域におもてなしの精神を根ざす取組み②観光地の駐車場や観光トイレの整備③農業や商

業との連携による新たな魅力創出の３つを挙げている。基本政策の２は「活気とにぎわい

のある商店街」である。新たな特産品の開発や個店や商店街の魅力を高め，国内外から伊

勢原を訪れて観光客数の増加を見込む。施策方針として①特産品の開発②おもてなしの向

図5-3-6　伊勢原市の観光・商業の課題と対策
資料：伊勢原市（2014e）『伊勢原産業ビジョン』より著者作成
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精神」の醸 成②観光

インフラの充実③他産業との連携の３つを挙げている。施策の方向性は、①地域におもてなしの精神を根ざす

取組み②観光地の駐車場や観光トイレの整備③農業や商業との連携による新たな魅力創出の３つを挙げてい

る。基本政策の２は「活気とにぎわいのある商店街」である。新たな特産品の開発や個店や商店街の魅力を高

め、国内外から伊勢原を訪れて観光客数の増加を見込む。施策方針として①特産品の開発②おもてなしの向上

③観光客の囲い込みの３点が挙げられている。施策の方向性として、①新たな特産品による新たな魅力創出②

おもてなしの向上による商店街の魅力③観光との連携による観光客の取り込みを挙げている（図5-3-6参照）。 

■ 伊勢原市の産業政策の再考2 
伊勢原市は、産業の振興として①交通アクセス性②伊勢原の魅力③新たな可能性の３つの視点から取り組ん

でいる。現在のところ、近隣の市よりその成果が上がっているように観察される。人口の社会増減は増加傾向

にあり、今後 25年間は近隣の市（秦野市・平塚市）より人口減少・高齢化の波は低いものの、全国・神奈川

県より高齢化の速度は速くそのシェアも大きい。今後は、産業政策も高齢化の状況を勘案しながら産業政策を

行うことが必要である。また、第４次産業革命である情報化、スマートシティの取組みも今後必要とされる。 

現在、交通アクセスの改善、特に道路アクセスが進みつつあるものの、新宿・横浜への鉄道の通勤時間の改

善は見込めず、通勤している人々の改善は困難であると思われる。そのため、第３の新たな可能性を求める企

業誘致は伊勢原市にとり最も重要な産業政策となる。 

■ 工業政策の再考 
現在の伊勢原市の工業政策は、上述した企業誘致に力を入れながら新たな産業用地の創出を行っている。工

業政策にとり、重要な施策は生産性を高めることである。その具体的施策として、企業規模の拡大が挙げられ

る。今後、中小企業は高齢化の問題で、事業継続の後継者問題が生じる。商工会議所と密接に連携をとり情報

の共有化を行い、後継者がいなく継続出来ない企業と事業の拡大を希望している企業のミッチングを図ること

は極めて重要となる。それにより、企業規模の拡大が実現され、規模の経済性からの生産性の上昇拡大が望め

                                                           
2 誌面の制約もあり、詳述できないため、筆者が書いた伊勢市（2019）『伊勢原市まち・ひと・しごと創生
総合戦略 評価報告書』77－84頁参照されたい。 

図５－３－６　伊勢原市の観光・商業の課題と対策

施策の方向性１

施策方針１ 地域におもてなしの精神を根ざす取組み

リピータの増加につなげるための ・観光従事者はもとより、地域全体がおもてなしの精神で
「おもてなしの精神」の醸成 観光客を迎え入れ、伊勢原を去る際に「伊勢原に来て

よかった」「また来たい」と思っていただけるようにするために、
基本方針１ 地域を対象としたおもてなし講座等を開催し、おもてなしの

”伊勢原ファン” 精神の向上に努める。

の獲得

施策方針２ 施策の方向性２

観光インフラの整備による観光客 観光地の駐車場や観光トイレの整備
の満足度向上 ・観光ピーク時に不足する駐車場対策として、パークアンドライド

を前提とした新たな駐車場の整備の検討や、清潔な観光トイレ
の整備を進め、ハード面でも観光客を迎え入れる体制を作る。

施策の方向性３

目指す将来像 施策方針３ 農業や商業との連携による新たな魅力の創出

何度も訪れたくなる 他分野産業との連携による新たな ・体験型観光の一つとして、農業との連携による観光農園や、
「伊勢原」 魅力の創出による観光誘客 商業との連携による新たな特産物の創出などにより、伊勢原の

観光地としての魅力に新たな付加価値を生み出すことで、
観光誘客を図る。

施策の方向性１

施策方針１ 新たな特産品の開発による新たな魅力創出

特産品の開発による個店・商店街 ・そのお店に行かないと手に入らない、その商店街に行かないと
の魅力向上 味わえない、といった顧客を惹きつける力を持った新たな特産品

を開発し、新たな魅力の創出に繋げる。

基本方針２ 施策方針２ 施策の方向性２

活気とにぎわい おもてなしの向上による顧客の おもてなしの向上による魅力ある商店街づくり
のある商店街 満足度向上 ・商店街を訪れる買物客や観光客が満足するために、各個店

が魅力ある店づくりに努めると共に、各商店による各種イベント
の実施や、大型店と個店との連携などにより魅力ある商店街
づくりを進める。

施策方針３ 施策の方向性３

観光客をターゲットにした新たな 観光との連携にいる観光客の取込
顧客の獲得 ・観光事業としての注目されている体験参加型ツアーなど、様々

な観光施策に商業施策をうまく融合・連携した新たなイベント
の実施や、まちなみ景観に配慮した統一感のある商店街の形成
などにより、観光客を新たな顧客として取り込むための施策を進める。

資料：伊勢原市（2014e)『伊勢原産業ビジョン』より著者作成
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上③観光客の囲い込みの３点が挙げられている。施策の方向性として，①新たな特産品に

よる新たな魅力創出②おもてなしの向上による商店街の魅力③観光との連携による観光客

の取り込みを挙げている（ 図5-3-6参照 ）。

■伊勢原市の産業政策の再考２）

伊勢原市は，産業の振興として①交通アクセス性②伊勢原の魅力③新たな可能性の３つ

の視点から取り組んでいる。現在のところ，近隣の市よりその成果が上がっているように

観察される。人口の社会増減は増加傾向にあり，今後25年間は近隣の市（秦野市・平塚

市）より人口減少・高齢化の波は低いものの，全国・神奈川県より高齢化の速度は速くそ

のシェアも大きい。今後は，産業政策も高齢化の状況を勘案しながら産業政策を行うこと

が必要である。また，第４次産業革命である情報化，スマートシティの取組みも今後必要

とされる。

現在，交通アクセスの改善，特に道路アクセスが進みつつあるものの，新宿・横浜への

鉄道の通勤時間の改善は見込めず，通勤している人々の改善は困難であると思われる。そ

のため，第３の新たな可能性を求める企業誘致は伊勢原市にとり最も重要な産業政策とな

る。

■工業政策の再考

現在の伊勢原市の工業政策は，上述した企業誘致に力を入れながら新たな産業用地の創

出を行っている。工業政策にとり，重要な施策は生産性を高めることである。その具体的

施策として，企業規模の拡大が挙げられる。今後，中小企業は高齢化の問題で，事業継続

の後継者問題が生じる。商工会議所と密接に連携をとり情報の共有化を行い，後継者がい

なく継続出来ない企業と事業の拡大を希望している企業のミッチングを図ることは極めて

重要となる。それにより，企業規模の拡大が実現され，規模の経済性からの生産性の上昇

拡大が望める。また，工業団地内での情報の共有を行い，中小企業の連携を呼びかけて，

連携による企業の生産性の拡大を市としてバック・アツプする施策などが考えられる。

■農業政策の再考

伊勢原市は温暖な気候にめぐまれているため，多様な果物や農産物が収穫されている。

こうした利点と都市近郊農業の特徴を活かし，量ではなく質重視の農業政策が重要となる

と考えられる。その手段としての農業の６次産業化と農産物の付加価値化への対策が急務

である。農業政策としては，市外への高付加価値と地元市民に安価な安全な農産物の提供

の２面性を備えた農業政策が望まれる。工業化と農業の並存関係のバランスに注意する必

要がある。ここでも，高齢化により農業の後継者問題が起きるので，工業と同様にマッチ

ング機能を農協と市で協働する必要が生じる。

こうした伊勢原市の農産物は，積極的にふるさと納税と結び付けることも重要である。
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その際には，納税者が選択し易い視点でふる里納税を再度検討してもらいたい。現在，多

種多様な産物が提出されているが，納税者が選択しやすくなっているか今一度，検討して

みる価値があると思われる。

■観光・商業政策の再考

観光では，江戸時代から続いている「大山詣で」の伝統と2016年に認定された日本遺産

を最大限に活用して，交流人口の増加を図りたい。また，「大山」「日向薬師」など伝統と

文化遺産ならびに自然豊かな恵まれた環境を利用しての観光・商業の拡大に繋げたい。そ

のためには，温泉と宿泊の宿，地元の果物販売などの充実が望まれる。また，情報通信の

各地域への充実と海外向け情報発信が必要と考えられる。加えて，周辺の道路・公衆設備

などの整備が喫緊の課題である。

図5-3-7　伊勢原市が抱える問題点とその対策
著者作成
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まとめ

本稿は『東海大学紀要政治経済学部』49号，50号，51号と52号で伊勢原市の地域創生に

関する考察を行って来た。必ずしも十分ではないが，また，機会があれば再検討するとし

て本号で一旦閉めることにする。４つの号で考察してきたことを 図5-3-7 でまとめた。伊

勢原市の問題とその対策に関して，人口減少と街の活性化と言う２つの課題があり，その

２つの課題に共通している問題として若者の人口流出問題がある。こうした課題に付随し

て，市の財政基盤問題が存在している。

第１は，人口減少問題である。人口減少の問題は，少子化問題と高齢化問題に分類され

る。少子化問題に関しては，婚姻政策と出産・子育て政策に分けられるが，前者の婚姻政

策はどこの市もほとんど手付かず状態である。伊勢原市も同様の問題を抱えていた。今

回，地方創生で僅かに動き出している（伊勢原市（2016b;2018）。今後，婚姻政策にウェ

イトを置いた政策の充実が必要である。注意しなければならないことは，行政が婚姻関係

に直接介入するのではなく，婚姻に関する状況整備であると言うことである。税制をはじ

め空き家の借り上げを婚姻者に安く提供するなど婚姻を促す政策あるいは出会いの機会提

供やそうした場の提供機関への支援等である。経済的に結婚することによりメリットを若

者が感じられる施策が必要である。後者の出産・子育て政策に関しては，北欧や他の市で

行われているサービスをより細かく調べ，施策に取り入れてさらなる充実を図る。

高齢化問題は，今までは高齢者の福祉重視の施策が取られてきたが，今後は高齢者がよ

り長く働ける街創りが必要である。それにより，労働力不足の解消と社会保障費の削減効

果が期待される。70歳，75歳程度まで働ける社会システムの構築を早急に創生する必要が

ある。そのためには，労働時間や労働日数の柔軟性を内包する企業システムの奨励を行う

必要がある。

第２は，街の活性化対策の課題である。街の活性化は，市にとり最も重要な施策であ

る。なぜなら，街の活性化がなければ，人口の流出が起こり，現状では人口減少となり街

の財政基盤が脆弱化する。そのために，最も重要施策は，企業誘致である。企業を誘致す

るための産業用地の創出であり，企業への支援策である。幸いにも近隣に東海大学・産業

能率大学があり，若者が多く彼らを引き付ける職場創りが最優先される。最後に，観光・

商業に関しては，伊勢原市の「大山」「日高薬師」など自然と伝統を活かした観光産業と

それに付随する商業政策が重点施策となる。
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